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新 見 市  

 

 

 

 

 



農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画  

 

令和２年１０月２７日  策定  

 

１  農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に

よる農山漁村の活性化に関する方針  

 新見市は、岡山県の西北端にあり、北は中国山地に連なり鳥取県日野郡に接

し、南は高梁市、東は真庭市、西は広島県庄原市に接している。  

 総面積は、７９３．２９㎢で、岡山県の１１．２％を占め、全域が中国山地

の脊梁地帯に属するため起伏の多い地形で、８６．１％にあたる６８２．６９

㎢を山林が占めている。  

 農林業の現状は、米、野菜、果樹等を主要作物として畜産及び林業を複合し

た経営形態となっている。これまで地域の特性を生かした地場産業の振興を図

っているが、高齢化や担い手不足などの影響により、耕作放棄地や未整備森林

の増加などが深刻化している。その中でも林業分野では、長引く原木価格の低

迷などにより、森林整備の遅れや生産活動が低下しており、利用期を迎えた多

くの人工林資源や未利用間伐材の有効活用が大きな課題となっている。  

 再生可能エネルギーに係る技術は今後の開発及び普及が進み、関連産業につ

いても成長が期待できることから、新見市バイオマス活用推進計画（平成２９

年２月策定）を中心に据え、再生可能エネルギーによる利益を地域に還元する

仕組みを構築し、循環型社会の構築を進めるとともに地域の関連産業の創出・

活性化につなげ目指すこととする。  

 

２  再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域  

地区  区域の所在  地目  面積（㎡）  備   考  

Ａ  神郷下神代 508 番地 1 宅地  10 ,300  木質バイオマス発電施設  

 

３  ２の区域において整備する再生可能エネルギー発電設備の種類及び規模  

地区  発電設備の種類  発電設備の規模  備   考  

Ａ  木質バイオマス発電  1 ,995kW   

 

 

 

 



４  再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて農林地の農林業上の効率的かつ総

合的な利用の確保を図る区域及び当該確保に関する事項  

地区  
農林地の農林業上の効率的かつ  

総合的な利用の確保を図る区域  

農林地の農林業上の効率的かつ  

総合的な利用の確保に関する事項  

Ａ  該当なし  該当なし  

 

５  再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて促進する農林漁業の健全な発展に

資する取り組みに関する事項  

地区  
再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて促進  

する農林漁業の健全な発展に資する取り組みの内容  
備   考  

 

 

 

Ａ  

 木質バイオマス発電事業者が、未利用の地域資源

である林地残材等由来の木質バイオマス燃料を長期

的かつ安定的に購入することで、以下の取り組みを

行う。  

（１）地域の林地残材等をチップ燃料として活用

し、林業の活性化、森林整備の促進及び森林の

持つ公益的・多面的機能の向上を図る。  

（２）地域の木質チップ製造に関して、雇用の創生

等、地域の活性化を図る。  

 地域に賦存す

るバイオマスを

変換して得られ

る電気の量の割

合が、年間を通

して８割未満に

ならないように

する。  

 

６  自然環境の保全との調和その他の農山漁村における再生可能エネルギー電気の

発電の促進に際し配慮すべき事項  

 

（１）自然環境の保全との調査  

 地域の植生、野生動物の生態、水質等の自然環境に影響を及ぼす可能性があ

ることから、必要に応じた影響の調査・検討等により、自然環境の保全に十分

配慮する。  

（２）景観の保全、歴史的風致の維持及び向上との調和  

 気象風土に適した形で農林漁業を営む中で、地域固有の個性ある美しい景観

が作られていることから、設備の規模等により、設備等の立地場所の周辺環境

について、環境影響評価法に準じ、可能な限り配慮する。  

 

 

 



７  農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の促進により農

山漁村の活性化に関する目標及びその達成状況についての評価  

 

（１）目標  

 木質バイオマス発電において、年間 1,580 万 kwh の発電及び 3 万トンの未利

用材の安定供給を図り、地域の農林漁業の健全な発展に資する取組を行う。  

（２）目標の達成状況についての評価  

 上記（１）の目標達成度合いを確認するため、市が毎年度、認定設備整備計

画についてその実施状況（設備整備の進捗状況、稼働状況）を調査し、確認す

ることとする。  

 

８  再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域において整備する再生可能

エネルギー発電設備の撤去及び原状回復  

 再生可能エネルギー発電事業の中止または終了時には、再生可能エネルギー

発電設備を発電事業者の負担と責任において撤去し、原状回復を行うことを基

本とする。ただし、原状回復が困難な場合は、土地所有者と発電事業者におい

て協議を行い、合意の下でその処理を行うこととする。  

 設備整備計画の審査を行う際は、土地所有者と発電事業者との間の契約にこ

れらの事項が含まれているか確認することとする。  

 

９  農林地所有権移転等促進事業に関する事項  

該当なし  

 

１０  その他農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電

の促進に関する事項  

 

（１）ホームページ等による周知  

 基本計画に基づく取組の促進や関係住民等の理解の醸成を図るため、ホーム

ページ等により広く周知することを基本とする。ただし、発電設備に附帯する

設備等に係る基本計画の改正等、農林地ならびにその周辺の水域等の機能の発

揮に支障をきたすことがないことが明らかな場合は、省略することができる。  

 

 

 



（２）設備整備計画の認定  

 設備整備計画の審査を行う際には、内容が基本計画に適合するものであるこ

とに加え、必要な資金の確保が見込まれること、設備整備計画が実施される見

込みが確実であること、撤去時の契約を確認することとする。  

 また、設備整備計画の認定を行う際には、実施状況の報告を行うこと、是正

の指導に従うこと等の条件を付すこととする。  

（３）区域外の関係者との連携  

 新見市、再生可能エネルギー発電事業者、森林組合、林業事業体等の関係

者、その他関連団体等の関係者は、区域外の関係者とも相互連携し、優良事例

等の情報共有を行いつつ、農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネ

ルギー発電に取り組むこととする。  

（４）基本計画の見直し  

 再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域の追加や、再生可能エネ

ルギー発電設備の整備を行おうとする者による設備整備の提案など、基本計画

に改正の必要が生じた場合は、その時の最新情勢を考慮し、適宜、基本計画の

見直しを行うこととする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１  
 

  ：再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域（Ａ地区）  

 

縮尺： 1/25,000       

 



 別紙２  
 

敷地境界線  

 

 

再生可能エネルギー発電設

備 の 整 備 を 促 進 す る 区 域

（Ａ地区）  


